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（Amiel et al. (1999), Carlsson et al. (2005), Pirttila and Uusitalo (2010)）、（２）不平等
尺度に関する公理系の現実適合性を検討するもの（Amiel and Cowell (1999), Traub et al. 
(2009)) 、（３）種々の社会厚生関数の「人気投票」を行うもの（Traub et al. (2005)）、（４）
所得分布選好に与える要因をロジット分析等によって考察するもの（Beckman et al. (2002), 
Pirttila and Uusitalo (2010)）、等が存在する。第 2の潮流はこの 20年で急速に発展した行
動経済学における社会的選好の理論を応用したものでFehr and Schmidt (1999), Bolton 
and Okenfels (2000), Charness and Rabin (2002), Engelman and Strobel (2004)などが存
在する 4。どちらの潮流も膨大な研究蓄積が存在し、現在も盛んに研究がなされている。 
しかし、日本における研究は、筆者の知る限り、Amiel and Cowell (1999)を利用した上
田・長谷川(2002, 2004)と Traub et al. (2005)と Beckman (2002)を利用した橘木・浦川
(2006)しか存在しない。そこで本研究では、Engelmann and Strobel (2005)の手法に倣い、
自身の利得が明示的に含まれる利得分布案から１つを選択する経済実験を行う。













者はいくつかの講義での公募に応じた当学部および理工学部の 1年生から 4年生の 156人
                                                   
4社会的選好の理論については Fehr and Schmidt (2010)の第 7節に詳しい。 
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である。実験内容はEngelmann and Strobel (2005) (以下、E&S)と全く同様である。ただ
し、調査票での説明の順序は日本語の慣例に合わせて若干変更してある。5 
具体的な経済実験の内容は以下の通りである。本実験は、被験者を 3 人ずつのグループ
に分割した上で、A、B、C の 3 人の利得（円単位）が記載された報酬分配案①～③から、
「自分が分配案を選択する権利を持っており、かつ B の立場にいるならば、どの選択肢を
選ぶか」を回答させるものである。表１の例題にあるように、各問には、A、B、C それぞ


































学では重要な位置を占めるBolton and Okenfels(2002)とFehr and Schmidt (2002)による 2
種類の不平等回避選好の計４つの選好の相対的重要性を検討している。以下、それぞれの
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 Bolton and Okenfels(2002)（以下、B&O）は、ゲーム理論と非整合的な実験結果を、不
平等回避行動を明示した以下の社会的選好関数で整合的に説明できることを示した。 
 
),( iii xuU σ=  
where, 0'1 >υ  and 
                    3/10 <> iif σ　　　　  
             3/10 >< iif σ　　　　  
given ∑= =3 1/ j jii xxσ  
よって、B&O選好を有する被験者は自らの所得シェアが 1/3 に最も近くなる利得配分案を





ための関数である（Pirttila and Uusitalo (2010)）。 
9 通常、Charness and Rabin (2002)にあるように、効率性選好とマキシミン選好は社会的
選好関数の一部の項として扱われるが、ここでは理解の為に独立した関数として扱ってい
る。 
10 Charness and Rabin (2002)と Engelmann and Strobel (2005)の定義に基づく。なお、
この効率性がパレート最適性とは無関係であることに注意されたい。 






















xxxU βa  
where 0≥≥ ii βa , 1<iβ  
 
右辺第 2 項は高所得者との間の利得格差に基づく不効用（嫉妬心）を表わしており、第 3
















一番多額の報酬を受け取るのは A、一番少額の報酬を受け取るのは Cである。 
まずベンチマークとなる問 1の結果を説明する。問 1では被験者すなわち Bの報酬額を





を選択することを示した。この選択割合の差異は適合度検定(goodness of fit test)によって
                                                   
11 31 xx ∆−=∆ となる変化に対して 2σ は変化しない。 
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も確認される（ 9.1532123 =χ 、 000.0123 =p 、 806.0
2
23 =χ 、 369.023 =p ）12。また、案③の結
果は、B&O選好を持つ被験者は 8%程度しか存在しないことを意味しており、F&S選好保
持者の方が多い可能性を示唆している。 
次に問 2を一旦スキップして、問 3の結果をみる。問 3は、（1）案①と②の間で報酬総











し問 1 と問 3 で多くの被験者が効率性、すなわち報酬総額の大きさを理由に案①を選んだ
のなら、問 2においてが F&S選好が示す案③の選択割合は低下するはずである。 
問 2 の結果は案③の選択割合が 7，8%低下することを示した。よって、効率性選好保持
者の割合は数%のオーダーと考えられる。しかし、F&S選好が示す案③の選択割合は約 73%









なお、問 2、問 4の結果が E&Sと大きく食い違うことには留意が必要である。一見して
わかるように、E&Sでは案①と案③の選択割合はともに 40%前後でほぼ差はない。問 1、
問 3より B&O選好保持者は多くないと考えられるため、この問 2、問 4の結果は E&S、
すなわちドイツにおいては日本より効率性選好保持者が多いことを意味している。日本よ
                                                   
12 2123χ 、 123p は 3つの分配案が全て等しい確率で選択されているという帰無仮説に対する
適合度検定での、 223χ 、 23p は分配案②と③が等しい確率で選択されているという帰無仮説







好保持者も数%のオーダーで存在する。最後に、F&S 選好保持者は B&O 選好保持者より
多いように見受けられるが、この点については更なる検討が必要である。 
 










る（ 490.02 =χ 、 484.023 =p ）。ただし、この結果を不平等回避選好の露見と解釈するには




Beckman et al. (2002)は自分より高い所得の人との格差を縮小するような選好を嫉妬
(envy)と、自分より低い所得の人との格差を拡大するような選好を悪意(malice)と呼んだ。
また Charness and Rabin (2002)は所得の高低を問わず他者の所得がより低い配分案を選



























次に被験者の報酬額（＝B の報酬額）の変化がもたらす影響を考察しよう。問 6は Aと
C の報酬を問 5 と一致させたまま、B の報酬が案①から案③に向かって減少するように変
更したものである。2.2節で説明したように、F&S選好であれ B&O選好であれ、自分自身
の報酬は直接的に自らの効用に影響を与える。よって自身の利得に基づく利己的な行動は
F&S 選好や B&O 選好と矛盾するものではないが、利己心だけに基づく選択結果と不平等
回避選好だけに基づく選択結果は当然のことながら食い違う。ゆえに、自らの利得が変化
する問 6から問 8の設定の下では、F&S選好と B&O選好がどの配分案を選択するかは未
知のa 、 β 、 )(•v に依存することになってしまう。以下では、こうした不決定性を回避す
るために、本節では F&S選好と B&O選好を自らの利得 2x のみに依存する純粋な利己的選
好（Self）と、選好関数中の 2x 以外の項が示す純粋な不平等選好（F&S、ERC）に分離し
て議論を進めることにする。 
問 6の実験結果は、Bの報酬が最も多くなる案①の選択割合が問 5と比して 8%強上昇す





利己心に関するこうした帰結は E&Sと著しく異なる。問 5と問 7の結果を見ると分かる
ように、E&S では被験者自身の利得の大小は必ずしも選択に影響しない。この点は本研究
と E&Sとの間での最も注目すべき違いであり、5節で議論することにする。 












るために、被験者の報酬額が 3人中 1番目になるように変更している 15。また、問 10では
マキシミン選好の影響を除去するために、被験者の利得が最低になるように設計している。





なる方法、具体的には問 4の Bの報酬額を 32から 24に減少させることにより、効率性選
好保持者の支持する案を他のものと分離させてあるが、この別手法による分析では、効率
性選好保持者の割合は約 13%であった。 
これらの結果を Envy Gameの結果と考え合わせると、Rich and Poor Gameの結果は以





 以上の結果は以下の 5点にまとめられよう。第 1 に、問 9に顕著に表れているように、
過半数の被験者はマキシミン選好を有する。第 2に、3.1節の議論と問 10、問 11に基づけ
ば、効率性選好保持者も数%から 10数%弱存在する。第 3に、問 6～8からわかるように、
利己的選好を持つ被験者も 10％弱存在する。第 4に、問 5で議論したように、嫉妬心と悪
意の両方、あるいは競争心、あるいは弱者との格差を無視するほどの「強い嫉妬心」や低
所得に対する「恐怖心」をもつ被験者が存在する可能性がある。第 5 に不平等回避選好保
持者は B&O選好であれ F&S選好であれ数%から 15%程度存在する可能性があるが、第 4
で指摘した格差に対する諸感情と区別がつきにくい。 
 






















jkij xEff  
マキシミン指標：  }3,2,1,min{ == kxMM jkij  
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という制約が生じてしまうことである。よって、 ijFSa 、 ijFSβ 、 ijEff 、 ijSelf の４つの変数
をすべて説明変数に含めることはできない。そこで、本稿では、 ijEff 、 ijFSa 、 ijFSβ の３






在することを意味している。また、 ijFSβ は負に作用しており、3.2 節で述べた各差異に対
する諸感情が作用していることを裏付けている。よって、同節で論じたように、言葉通り
の意味での不平等回避選好を有する者が被験者の中にいるとは考えにくいであろう。 




































                                                   
16 OECD Social and Welfare Statistics掲載の Poverty rate after taxes and transfers, 50 
per cent of the current median incomeによる ((http://www.oecd-ilibrary.org/statistics) ). 
17『厚生労働白書（平成 24年度版）』p113参照。 



























本稿の結論は以下の 4 点に要約できる。第 1 に、被験者の過半数はマキシミン選好を、
数%から 10数%が効率性選好を、10%弱は利己的選好を持つと考えられる。第 2に Fehr and 




















 最後に残された課題をまとめておく。第 1 に被験者が学生に限られている点があげられ
る。Amiel and Cowell (1999)が強調しているように、学生に限定した実験には実験の学術
的価値を理解している、計算能力が高いといったメリットがあり、多くの実験的研究で利
用されている。しかし、Fehr and Schmidt (2006)が示したように、特定の学生による実験
結果にはバイアスが含まれる可能性も高い。今後、インターネット調査などを通じてより
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分配案 ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③
　個人A 22 24 25 25 23 20 46 49 51 57 46 35
　個人B 15 15 15 17 17 17 27 27 27 32 32 32
　個人C 12 10 7 7 9 10 24 14 3 8 11 14
AとCの平均 17 17 16 16 16 15 35 31.5 27 32.5 28.5 24.5
A,B,Cの報酬合計 49 49 47 49 49 47 97 90 81 97 89 81
人数 125 18 13 9 32 114 127 15 14 26 25 104
割合 0.801 0.115 0.083 0.058 0.205 0.731 0.814 0.096 0.090 0.167 0.160 0.667
E&Sでの選択割合 0.838 0.103 0.059 0.397 0.235 0.367 0.867 0.067 0.067 0.400 0.167 0.433





















注１：EFは効率性選好、MMはマキシミン選好、F&Sは Fehr and Schmidt (1999)での、ERCは Bolton and 
Okenfels (2000)の意味での不平等回避選好を意味する。 










分配案 ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③
　個人A 43 35 27 43 35 27 43 35 27 43 35 27
　個人B 22 22 22 24 22 19 19 22 24 20 22 23
　個人C 14 8 3 14 8 3 14 8 3 14 8 3
AとCの平均 28.5 21.5 15 28.5 21.5 15 28.5 21.5 15 28.5 21.5 15
A,B,Cの報酬合計 79 65 52 81 65 49 76 65 54 77 65 53
人数 104 23 28 117 26 13 74 42 40 82 36 38
割合 0.667 0.147 0.179 0.75 0.167 0.083 0.474 0.269 0.256 0.526 0.231 0.244





















注１：EFは効率性選好、MMはマキシミン選好、F&Sは Fehr and Schmidt (1999)での、ERCは Bolton and 
Okenfels (2000)の意味での不平等回避選好を意味する。 















分配案 ① ② ③ ① ② ③ ① ② ③
　個人A 30 22 14 38 30 22 57 46 35
　個人B 32 32 32 11 11 11 24 24 24
　個人C 5 8 11 14 16 19 8 11 14
AとCの平均 17.5 15 12.5 26 23 20.5 32.5 28.5 24.5
A,B,Cの報酬合計 67 62 57 63 57 52 89 81 73
人数 26 28 101 29 18 108 21 17 118
割合 0.167 0.179 0.647 0.186 0.115 0.692 0.135 0.109 0.756














注１：EFは効率性選好、MMはマキシミン選好、F&Sは Fehr and Schmidt (1999)
での、ERCは Bolton and Okenfels (2000)の意味での不平等回避選好を意味する。 



























































(0.000) (0.000) (0.000) (0.081) (0.195) (0.224) 
-0.0864 ** -0.1084 ** -0.1138 ** -0.2058 -0.1980 -0.1983
(0.002) (0.000) (0.000) (0.141) (0.139) (0.139) 
-0.0222 -0.0135 -0.0232 -0.0478 -0.0465 -0.0581
(0.025) (0.111) (0.027) (0.041) (0.041) (0.031) 
33.1480 ** 33.1480 ** 35.6037 ** 4.7251 * 3.6111 3.9138 *




































注 1: 値は係数。括弧内は P値（両側検定）。 **, * はそれぞれ 1%有意、5%有意を意味する。 
























































































選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 51 49 46
Bさん 27 27 27
Cさん 3 14 24
AさんとCさんの平均 27 31.5 35
























                     
  
選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 22 24 25
Bさん 15 15 15
Cさん 12 10 7
AさんとCさんの平均 17 17 16
A,B,Cさんの報酬合計 49 49 47
選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 25 23 20
Bさん 17 17 17
Cさん 7 9 10
AさんとCさんの平均 16 16 15







選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 46 49 51
Bさん 27 27 27
Cさん 24 14 3
AさんとCさんの平均 35 31.5 27
A,B,Cさんの報酬合計 97 90 81
24 
 
















選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 57 46 35
Bさん 32 32 32
Cさん 8 11 14
AさんとCさんの平均 32.5 28.5 24.5
A,B,Cさんの報酬合計 97 89 81
選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 43 35 27
Bさん 22 22 22
Cさん 14 8 3
AさんとCさんの平均 28.5 21.5 15
A,B,Cさんの報酬合計 79 65 52
選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 43 35 27
Bさん 24 22 19
Cさん 14 8 3
AさんとCさんの平均 28.5 21.5 15
A,B,Cさんの報酬合計 81 65 49
選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 43 35 27
Bさん 19 22 24
Cさん 14 8 3
AさんとCさんの平均 28.5 21.5 15

























選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 43 35 27
Bさん 20 22 23
Cさん 14 8 3
AさんとCさんの平均 28.5 21.5 15
A,B,Cさんの報酬合計 77 65 53
選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 30 22 14
Bさん 32 32 32
Cさん 5 8 11
AさんとCさんの平均 17.5 15 12.5
A,B,Cさんの報酬合計 67 62 57
選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 38 30 22
Bさん 11 11 11
Cさん 14 16 19
AさんとCさんの平均 26 23 20.5
A,B,Cさんの報酬合計 63 57 52
選択肢 ① ② ③
マーク欄 □ □ □
Aさん 57 46 35
Bさん 24 24 24
Cさん 8 11 14
AさんとCさんの平均 32.5 28.5 24.5
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